
 

身 体 障 害 認 定 分 科 会 に つ い て 

 

 身体障害認定分科会は、疾病・障害認定審査会令（平成 12 年政令 287 号）第５

条の規定により、「身体障害者福祉法施行令(昭和 25 年政令第 78 号)の規定によ

り審査会の権限に属させられた事項を処理すること」とされている。 

 身体障害者福祉法施行令の規定において、 

① 都道府県、指定都市並びに中核市が身体障害者手帳の交付事務を行うに

あたり、申請者の障害が身体障害者福祉法別表に掲げる障害に該当しない

と認めるには、地方社会福祉審議会に諮問しなければならない 

  ② 地方社会福祉審議会が調査審議を行い、なおその状態が身体障害者福祉

法別表に掲げる障害に該当するか否かについて疑いがある場合に、身体障

害者福祉法施行令第５条第２項の規定に基づき、各都道府県知事より厚生

労働大臣あてに認定を求めることができる 

  ③ この求めがあった場合には、同条第３項の規定に基づき、厚生労働大臣 

  は疾病・障害認定審査会に諮問を行う 

 こととされている。 

 また、自治体が手帳交付事務を行う際のガイドライン（技術的助言）である身

体障害認定基準等の改正等についても、必要に応じて医学的・専門的見地から審

議を行っている。 

 

（参考） 

 身体障害者福祉法施行令(昭和 25 年政令第 78 号)（抄） 

 （障害の認定） 

第五条 都道府県知事は、法第十五条第一項の申請があつた場合において、

その障害が法別表に掲げるものに該当しないと認めるには、地方社

会福祉審議会に諮問しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により地方社会福祉審議会が調査審

議を行い、なおその障害が法別表に掲げるものに該当するか否かに

ついて疑いがあるときは、厚生労働大臣に対し、その認定を求めな

ければならない。 

３ 厚生労働大臣は、前項の規定による認定を求められたときは、こ

れを疾病・障害認定審査会に諮問するものとする。 
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厚生労働省
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身体障害認定分科会の役割と活動について

開 催 日 答申等の状況

第１回（H14. 2. 5) 答申：３件

第２回（H14.11.12) 答申：なし 認定基準改正に係る検討

第３回（H16. 2. 5) 答申：１件

第４回（H21. 9. 11) 答申：なし 認定基準改正に係る検討

第５回（H25. 11. 11) 答申：なし 認定基準改正に係る検討

第６回（H26. 12. 15) 答申：なし 認定要領等改正に係る検討

第７回（H27. 12. 9) 答申：なし 認定基準等改正に係る検討

第８回（H30. 1. 15) 答申：なし 認定基準等改正に係る検討

○ これまでの審議状況

①

②③

④⑤
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１ 概要
身体障害者福祉法に定める身体上の障害がある者に対して、都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長

が交付する。

根拠：身体障害者福祉法第１５条

２ 交付対象者
身体障害者福祉法別表に掲げる身体上の障害があるもの

別表に定める障害の種類（いずれも、一定以上で永続することが要件とされている）
① 視覚障害
② 聴覚又は平衡機能の障害
③ 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害
④ 肢体不自由
⑤ 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害
⑥ ぼうこう又は直腸の機能の障害
⑦ 小腸の機能の障害
⑧ ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害
⑨ 肝臓の機能の障害

３ 障害の程度
法別表に該当するかどうかの詳細については、身体障害者福祉法施行規則別表第５号「身体障害者障害程度

等級表」において、障害の種類別に重度の側から１級から６級の等級が定められている。

４ 交付者数（令和元年度末現在）
5,054,188人（１級：1,605,606人、２級：742,603人、３級：839,272人、４級：1,225,948人、

５級：315,978人、６級： 324,781人）

身体障害者手帳制度の概要
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視覚障害に係る認定基準等の見直し

１．経緯

○ 平成30年１月15日に第８回疾病・障害認定審査会身体障害認定分科会を開催し、視
覚障害に係る認定基準等の改正等について審議を行った。

○ 身体障害者福祉法施行規則を改正し、新たな身体障害者障害程度等級表（別表第５
号）を平成30年４月27日に公布し、平成30年７月１日に施行した。

２．身体障害者障害程度等級表（別表第５号）の主な改訂内容

○ 現行の視力障害は、「両眼の視力の和」で認定されることとなっているが、日常生活
は、両眼開放で行っていることから、視力の認定も、両眼の視力の和でなく、良い方ま
たは両眼視力で判定する。

○ 現行のゴールドマン型視野計による認定基準に加え、自動視野計による認定基準を
新たに設ける。
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